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　　　73． 海洋汚染防止 の た め の 構造及び設備規則検査要領

並 び に 船用材料 ・機器等の 承認 及び認定要領 に お け る 改正点の 解説

　　　　　　　　　（汚水浄化装置の 承認試験等）

1．は じめ に

　2009 年 4 月 15 凵付
一

部改止 に よ り改止 さ れ て い る 海洋

汚染防 ILの ための 構造及び設備規則検査要領並びに 船用材

料
・
機器等 の 承認及び 認 定要領 中，汚水浄化装置の 承認試

験等 に 関 す る 事項 に つ い て そ の 内容 を 解説 す る 、な お，本

改 正 は
，

以 下 の とお り適用 され て い る。

（1） i／9本籍船舶の 汚水貯留 タ ン ク の 容量 の 規定 の 適用

　　2008年 4 月 1 目か ら適用

（2）そ れ 以 外 の 規定 の 適用

　　（a）2010 年 1 月 1 日以 降 に起工 又 は 同等段階 にあ る 船

　　　 舶 に搭載 され る 全 て の 汚水浄化装 置 に 適用

　　（b）2009年 12月 31H 以前 に起 工 又 は 河等段 階 に あ っ

　　　 た 船舶 で あ っ て ，2010年 1 ∫］1 目以降 に搭載 され

　 　 　 る 汚 水 浄 化 装 青 に適 用

　　　　 注 ）搭載 日 につ い て は，当 該 装 置 の 契約 ヒの 納

　　　　　　 入 H とす る。た だ し，契約 上 の 納 人 凵 が 不

　　　　　　 明 な場 含 に は ，実 際 の 納 人 凵 と す る。

2．改正 の 背景

（1）2006 年 10 月 に開催 され た IMO 第 55 回海洋環境 保護

　 委 員会 （MEPC55 ） に お い て ，決議 MEPC ．159 （55＞が

　 採択 さ れ，汚水浄 化 装 置に お け る排 水 基 準 及 び 性 能 試

　 験 に 関す る ガ イ ドラ イ ン （決議 MEPC ，2〔VI））が 改 止

　　さ れ た た め，同決議 MEPC ．159 （55）に 基 づ き，関 連 規

　　定 を改 め た。

（2）平成 20 年 3 月 19 日付 国土 交通省発 行 の 国海安第 153

　　レ丿
’
の 2 に お い て ，汚水貯留 タ ン ク の 容量 に 関す る算式

　　が 改 止 さ れ た た め
， 同国海安第 153 号 の 2 に 某 づ き，

　　関 連規定を改 め た。

3．改正 の 内容

　具 体 約 な 改 正 点 は 以 ドの とお り とな っ て い る。

（1）海洋汚染 防止 の た め の 構 造 及 び 設 備 規 則 検査 要 領 7 編

　 2 章 2．2．ユーL （1）にお い て，本 会が 適当 と認 め る 汚水浄

　　化 装 置 とは，IMO 決議 MEPC ．159 （55）の 規定 に 適 合 し

　　た もの とす る 旨改 め た。

〔2）平 成 20 年 3 月 19 ロ付 国土 交通 省発 行 の 国 海 安 第 153

　　号の 2 に 基 づ き，海洋 汚 染 防 止 の ため の 構造及 び 設備

　　規 則 検査 要 領 7 編 2 章 2．2，1−4，に 定 め る 汚水貯留 タ ン ク

　　の 容 量 の 算 式 に ，循環式汚水貯留 タ ン ク の 場 合 に 必 要

　　と なる 初期水 の 容量 を 考慮 に 人 れ る よ う規 定 し た、，

（3）船川材料
・
機器等 の 承認及 び認定要領 （外国籍船舶用）

　 2編 8 章 8．4．2−5 に お い て ，IMO 決議 MEPC ．159（55＞に

　 基づ き，殺菌剤 を使用す る 汚水浄化装 署 に あ っ て は ，

　 水質試験 に おける 試料採取時に 殺菌剤を中利 しな け れ

　　ば なら ない 旨規定 した 。 また，殺菌剤 と して 塩素を使

　 用 す る 場 合 は，中和 前 に遊 離 残 留塩 素 濃 度 及 び pH を

　　測定 しなけれ ば らない 旨規定した。

〔4）船用材料 ・機器等の 承認及 び 認 定 要 領 （外 国籍 船舶用）

　　2 編 8章 8．4．2−6 〔1）におい て，IMO 決 議 MEPC ．159（55）

　　に基づ き， 水質試験 にお ける耐 高淵 生大腸 菌の 分 析 方法

　　に関 して は ，メ ン ブレ ン ろ 過法 UIS　K 　0430−72−30 ：2000＞，

　　又 は 最 確数 （MPN ）法 （JIS　K 　O430−72−40 ：2000），乂 は

　　他 の 国 際 的 に認 め られ て い る 同等 の 分 析方法 に よ り評

　　価す る もの とし，耐
’
高温性大腸菌群数は ユ00 個／100ml

　 　以 ドで な け れ ば な らな い 旨脱 定 した。

（5）船 用 材 料 ・機器 等の 承 認 及 び認定妥領 （外国籍 船 舶片亅）

　　2編 8 章 8，4．2−6（2）にお い て ，IMO 決議 MEPC ，159 （55）

　　に 基 づ き，水 質 試験 にお け る懸 濁物 質 （TSS）の 分析 方

　　法に 関 して は，代表サ ン プル を 0．45μ m の フ ィ ル タ膜 で

　　ろ 過 し，105 ℃ で 乾燥 し質量 を計測 す る，又 は代表 サ

　　ン プ ル を遠 心 分 離 （平 均 加 速 度 2800−3200G で 5 分 以 卜）

　　 し，105℃ で 乾 燥 し質量 を 副測 す る，又 は他 の 国 際 的

　　 に認 め られ て い る 同等 の 分 析 方 法 に よ り評 価す る もの

　　と し，流 入 液は 500mg／1以 「．，流 出 液 は 35mg／1以 下

　　で な けれ ば な ら ない 旨規 定 した。

（6）船川 材料 ・機器 等の 承 認 及 び認 定要 領 （外 国籍船舶用）

　　2 編 8章 8．4．2−6（3）におい て，IMO 決 議 MEPC ．159 （55）

　　に基づ き，水質試験 にお け る 5 日間生 物化学：的酸素要

　　求量 （BOD ，，）の 分析方法 に 関 して は ，　 ISO5815−1 ：

　　2003，又 は 他 の 国 際 的 に認 め られ て い る 同等 の 分析方

　　法 に よ り評 価 す る もの と し，流 入 液 は 225mg ／1以上 ，

　　排 出液は 25mg ／1以 下 で なけれ ば なら ない 旨焼定 した 。

（7） 船 用 材 料 ・機 器 等 の 承 認 及 び 認 定 要領 〔外 国 籍船舶用）

　　2編 8章 8．4．2−6（4）にお い て，IMO 決議 MEPC ．159（55）

　　 に 基づ き，水質試験 に お ける 化学的酸素要求量 （COD ）

　　の 分 析方法 に 関 して は，ISO15705 ：2002，又 は他 の

　　国際 的 に 認 め ら れ て い る 岡等 の 分 析方法 に よ り評価 す

　　る もの と し， 排 出 液は 125mg ／1以 下 で な けれ ば な らな

　　 い 旨規定 した。

（8）船用 材料
・
機器等 の 承 認 及 び認 定 要 領 （外 国籍 船 舶川 ）

　　2編 8 章 8，4，2−6（5）にお い て，IMO 決議 MEPC ．159（55）

　　に 基づ き，水質試験 に お け る 水素イ オ ン 濃度 （pH ＞の

　　分 析 方法 に 関 し て は，JISKO102 ：2008−12，又 は 同等

　　 の 方法 に よ り評価 す る もの と し，排 出液 の 水素 イ オ ン
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　　濃度 （pH ） は 6．0　一　8．5 の 間 で な けれ ば な ら な い 旨規

　　定 した。

（9）船 用 材料 ・機器等 の 承認及 び認定要領 （外国籍船舶用）

　 2編 8 章 8．4．2−6 （6）に お い て，IMO 決議 MEPC ．159 （55）

　　に基づ き，水質試験 に おけ る 遊離残留塩素濃度 の 分析

　　ノ∫法 に 関 して は，JISKO102 ： 2008−33，又は 同等 の 方

　　法 に よ り評 価 す る もの と し，排 出 液は 0．5mg ／1以 下 で

　　なけれ ば な らない 旨規定 した 。

（10＞船用材料 ・機器等の 承認及 び認定要領 〔外国籍船舶用）

　　2編 8章8，4．2−6 （7）に おい て ，IMO 決議 MEPC ．159 （55）

　　に 基 づ き ， 水 質試験 に おけ る 全蒸発残留物質 〔JIS

　　KO102 ：2008−14．2），揮発性固形物，揮発性懸濁固形

　　物，強熱残留物 （JISKO102 ： 2008−14．4＞， 透視度

　　91SKO102　：2008−9），全燐　（IISKO102　：20Q8−46．3），

　　有機 体炭素 （JISKO102 ： 2008−22）及 び 一
般細 菌

　　（JIS　K 　O102 ： 200972 ．2） の 分析方法 に 関 して は，　 JIS

　　KO102 ：2008， 又 は 岡等 の 方法 に よ り評価 しな けれ ば

　　ならない 旨規定 した。

（11）船用 材料
・
機器等の 承認及 び認 定要領 （外 国籍船 舶用 ）

　　 2 編 8 章 8．4．4−1 に お い て ，IMO 決議 MEPC ．ユ59（55）

　　 に 基 づ き，汚水浄化装置 を水平面 か ら任意の 方向 に

　　 225D 傾斜 して も運 転 に 支 障が 生 じな い こ とを確 認 す

　　 る旨規定 した 。 なお，大型 の 汚水浄化装置 に あ っ て は

　　 図面 上 で 当該装 置 の 満 水 面 を各方 向 に 22．5
°
傾 斜 さ

　　 せ ，い ず れ の 力向 に傾 斜 して も性 能 に 支 障 の な い こ と

　　 を確認す る こ とで 差 し攴えない 旨規定 した 。

（12）船川材料
・
機器等 の 承認及 び認 定 要領 （外 国 籍船舶 用）

　　2 編 8 章 8，4．4−2 に お い て ，IMO 決 議 MEPC ．159．（55）

　　 に基 づ き，汚水浄化装置 に使用 され る計測及び 制 御装

　　 置につ い て は，le　2．＆1．及 び表 2．＆2．に示す 振 動 試 験 条

　　 件 に よる振 動試 験 を行 う旨規 定 した。

（13）船川 材料
・
機器等 の 承認 及 び 認定要領 （外国籍船 舶 用）

　　 2編 8章 8．8．1（5）にお い て，IMO 決議 MEPC ．159（55）

　　 に 基 づ き，本 会 の 承 認 を受 け た汚 水 浄化 装 置 に は，製

　　 造年月 を表示 しな けれ ば な らな い 旨規 定 し た 。

　 74． 安全 設備規則にお ける改正点 の解説

（電子海図情報表示装置 （ECDIS ）の 性能要件）

1．は じめ に

　2009 年 4 月 15 日付
一

部 改 正 に よ り改正 され て い る 安全

設備規則 （H 本籍船舶 用）中 ，
電 子 海図情報表示 装 置

（ECDIS ＞の 性能要件 に 関す る 事項 に つ い て その 内容 を解

説す る 。 なお，本改正 は 2009 年 1月 1 目以 降 に搭載 され る

電 子海図情報表示装 置 （ECDIS ） に 適 用 され て い る。た だ

し，2009 年 1 月 1 日 よ り前及 び 同 日か ら 2012 年 7 月 1 日前

に船 舶 に搭載 され る電 予海図 情 報表示装 置 （ECDIS）につ

い て は，当 該規 定 に よ らず，な お 従 前 の 例 に よる こ とが で

き る こ と と な っ て い る。

2．改正 の背景

　通 IMO 第 82 回海上 安全委員会 （MSC82 ） にお い て，決

議 MSC ．232 （82）が 採択 され，2009 年 1 月 1 日以 降 に船 舶

に 搭載 され る 電子海図情報表示装置 （ECDIS ） は ，新 しい

性能基 準 に 適合 しな けれ ば な らな い こ と と な っ た 。

　 こ の た め，決議 MSC ．232 （82）を参考 に 関連 規 定 を改 め た 。

3．改正 の 内容

　電子海図 情報表示装 置 （ECDIS）等が有 す る べ き新 た な

機能 に つ い て は
， 決議 MSC ，232 （82）の 要 件 を参考 と して 改

正 した n 主 な 改 正 内 容 は次 の とお りで あ る。

3．1　 電子海図情報表示装置 （ECDIS ）

（1）ECDIS が SOLAS 条約 V 章 19規 則及 び 27規則 で 要求

　　 され る最新 版 の 海図 と して 認め られ る 旨，安全 設 備規

　　則附属書 42 ．1．26 の 1．L1 −2．に 記載 した 。

（2）表示器 にお い て は，データ 階層の 表示で レーダー，船

　　舶 自動 識 別 装 置 （AIS ）等 の 情報 を表示 して も差 支 え

　　な い 旨，安 全 設備規則附1萬書 4−2．1．26 の 1，1．1−6．に 記

　　載 した。

（3）新 しい 性能 基 準 は，独立 又 は 多機能 ワ
ー

ク ス テ
ー

シ ョ

　　 ン 形態の ECDIS 全 て に適用 され，また，海図表示要件

　　 と して 国際水路 機関基 準 を満足す る よ う安全 設備規則

　　附 属書 4−2．1．26 の 1．1，2 に 記載 した 。

（4）航 海用 シ ス テ ム 電子海図は，ECDIS 内 で 変換 で きる

　　か，又 は 国際水路機関基準 TR3 ．11 に 従 っ て 陸上 で 変換

　　 し た も の を取 入 れ る こ とが で きる 旨，安 全 設備規則附

　　属 書 42 ．1．26 の 1．1．41．に 記載 した 。

（5）電 源 OFF 又 は 飛 源 喪 失 後 に再 び起 動 させ た 場合，直近

　　に 手動 で 選択 し た 表示 設 定 に 戻 る 旨，安 全 設 備 規 則 附

　　属 書 42 ．1．26 の 1，1．44．に 記載 し た。

（6）操船者が 識別 した，地理的位置の 関連す る 海図上 の 対

　　象物標の 情報 を，要 求 に 応 じて 表示で きる 旨，安全 設

　　備 規 則 附 属 書 4−2．1．26 の 1，1，4−6，に 記 載 した。

〔7）表示尺度 は，適切な手段 に よ り変 更 で きる 旨，安 全 設
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